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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

 

①計画の位置づけ 

「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」（以下「医療介護総合確

保法」という。）第４条に基づき、「地域における医療及び介護を総合的に確保するための

基本的な方針」（以下「総合確保方針」という。）に即して、かつ、地域の実情に応じて、

各都道府県の地域における医療及び介護の総合的な確保のための事業を実施するために、

都道府県が作成する計画。 
 
 

②計画の基本方針 

団塊の世代が後期高齢者となる平成 37年（2025年）に向けて、全ての県民が、医療や
介護が必要となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らしていける

「地域包括ケアシステム」を実現するため、総合確保方針及び第６次熊本県保健医療計画

に即して、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医師・看護師等の医療従事者

の確保・勤務環境の改善などに取組み、地域において効率的かつ質の高い医療・介護提供

体制を構築する。 
 
 

③計画に基づき実施する事業 

計画に基づき実施する事業については、医療介護総合確保法第 4条第 2項第 2号及び総
合確保方針第４、二「基金を充てて実施する事業の範囲」において対象とされる以下の事

業とする。（※平成 26年度においては、医療のみを対象とする。） 
○地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
○居宅等における医療の提供に関する事業 
○医療従事者の確保に関する事業 
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(2) 医療介護総合確保区域の設定について 

 医療介護総合確保区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件並びに医療

機関の施設及び設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件から見て医療及び介護

の総合的な確保の促進を図るべき区域とされ、具体的には、都道府県における医療介護総

合確保は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を踏まえて設定す

るものとされている。 
平成 26 年度は医療に関する事業だけが対象とされていること、また、現在、第 6 次熊
本県保健医療計画に基づき各種施策を展開しており、同計画との整合を図る必要があるこ

とを踏まえ、現行の二次保健医療圏と同一の区域を平成 26 年度計画における「医療介護
総合確保区域」とする。 
 ※本県の二次保健医療圏と老人福祉圏域は同一の区域となっている。 
 

区域名 構成市町村 

熊本 熊本市 

宇城 宇土市、宇城市、美里町 

有明 荒尾市、玉名市、玉東町、和水町、南関町、長洲町 

鹿本 山鹿市 

菊池 菊池市、合志市、大津町、菊陽町 

阿蘇 阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、西原村 

上益城 御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町 

八代 八代市、氷川町 

芦北 水俣市、芦北町、津奈木町 

球磨 人吉市、錦町、あさぎり町、多良木町、湯前町、水上村、相良村 

五木村、山江村、球磨村 

天草 天草市、上天草市、苓北町 

県内１１区域 ４５市町村 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                       ） 
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 (3) 熊本県における医療・介護を取り巻く現状・課題 

① 将来推計人口及び高齢化の状況 

 2025年には、2010年比で県全体の人口は約 15.1万人減少するが、逆に 65歳以上の高
齢者は約8.8万人増加し、うち75歳以上の後期高齢者は約6.5万人増加と推計。 

 熊本医療圏と菊池医療圏では、総人口の増減率は±２％台だが、高齢者人口及び後期高
齢者人口の増加率は、いずれも県平均を上回っており、増加する高齢者対策が課題。 

 その他の医療圏では、65歳未満人口が 20～30％減少。療養を支える世代の人口減少が
著しく、その地域社会の「介護力」の低下が課題。 

表１：将来推計人口 

 

 【出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口】               

 表２：将来推計人口（医療圏別）【出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口】 

 

【出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口】               

 

2010年 2025年 増減数 増減率

人口 1,817,426 1,666,017 -151,409 -8.33%

65歳未満 1,350,683 1,111,613 -239,070 -17.70%

65歳以上 466,743 554,404 87,661 18.78%

75歳以上 255,979 321,053 65,074 25.42%

人口 734,474 714,761 -19,713 -2.68%

65歳未満 579,414 509,353 -70,061 -12.64%

65歳以上 155,060 205,408 50,348 28.08%

75歳以上 80,209 117,061 36,852 40.69%

人口 1,082,952 951,256 -131,696 -12.16%

65歳未満 771,269 602,260 -169,009 -21.91%

65歳以上 311,683 348,996 37,313 11.97%

75歳以上 175,770 203,992 28,222 16.06%

熊
本
市

熊
本
市
以
外

熊
本
県

熊本 734,474 714,761 -19,713 -2.68%

宇城 110,993 99,030 -11,963 -10.78%

玉名 168,821 148,269 -20,552 -12.17%

鹿本 55,391 47,216 -8,175 -14.76%

菊池 174,164 178,831 4,667 2.68%

阿蘇 67,836 58,808 -9,028 -13.31%

上益城 87,402 78,026 -9,376 -10.73%

八代 144,981 124,094 -20,887 -14.41%

芦北 51,356 40,378 -10,978 -21.38%

球磨 94,727 77,632 -17,095 -18.05%

天草 127,281 98,972 -28,309 -22.24%

熊本県　計 1,817,426 1,666,017 -151,409 -8.33%

増減数 増減率2010年 2025年
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表３：2010年基準とした2025年の人口増減率 

 

【出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口】 

図１：2010年基準とした2025年の人口増減率 

 
 【出典：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口】 

② 医療提供体制の現状と課題 

≪医療機関の状況≫ 

 県全体の人口 10万人当たりの病院数、一般診療所数、病床数は全ての項目で全国平均
を上回るが、熊本市に集中している。 

表４：県内の病院、一般診療所、病床の状況 

 

【出典：厚生労働省H25年医療施設調査】 

２０１０年を基準とした２０２５年の人口の増減率

全国計 県計 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

０～64歳 -14.7% -17.7% -12.1% -20.8% -21.8% -24.8% -5.8% -24.8% -21.5% -24.2% -32.7% -28.7% -34.2%

65～74歳 -3.3% 10.7% 18.0% 8.4% 2.9% 1.5% 28.1% 8.8% 10.5% -0.2% -6.6% 3.8% 3.1%

75歳以上 53.5% 25.4% 45.9% 20.7% 18.8% 12.1% 39.7% 13.3% 19.8% 18.3% 5.7% 6.7% 0.6%

計 -5.8% -8.3% -2.7% -10.8% -12.2% -14.8% 2.7% -13.3% -10.7% -14.4% -21.4% -18.0% -22.2%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

全国計 県計 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

０～64歳 65～74歳 75歳以上 計

全国 全県 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

実数 214 94 12 12 6 16 6 13 13 11 13 18

人口10万人
当たり 6.7 11.9 12.7 11.0 7.3 11.2 8.9 9.1 15.0 9.2 22.4 14.3 14.9

実数 35,240 15,521 1,954 2,521 840 3,696 971 1,264 2,434 1,555 1,604 2,880

人口10万人
当たり

1,236.31,956.22,098.71,796.61,529.71,565.92,063.91,469.01,462.81,715.53,168.01,760.32,378.8

実数 1482 628 71 131 45 127 51 62 129 49 86 103

人口10万人
当たり 79 82.3 84.9 65.3 79.5 83.9 70.9 77.2 71.7 90.9 99.8 94.4 85.1

実数 5,769 2,065 324 574 232 357 187 198 610 248 335 639

人口10万人
当たり 95.3 320.2 279.2 297.9 348.3 432.5 199.4 282.9 229.1 429.9 505.2 367.7 527.8

病
院

病
院
病
床

一
般
診
療
所

一
般
診
療
所

病
床
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≪医師の状況≫ 

 人口 10万人当たりの県全体の医師数は、全国平均を上回っているが、熊本市に集中。
熊本市以外地域の医師数は、芦北圏域を除き、全国平均を大きく下回っており、医師の

地域的な偏在が課題。 

 県内の自治体病院の常勤医師数はピーク時と比べて、約2割（73人）の減少。勤務医の
労働環境が厳しさを増すなど、病院の診療体制に影響が出ているところもある。 

表５：人口10万人当たりの医師数の推移                   （単位：人） 

【出典：厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師調査】 

図２：熊本県内の「自治体病院における常勤医師数」及び「人口10万人あたりの医師数」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師調査及び医療政策課調査】 

  H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 

全国 191.6 195.8 201.0 206.3 212.9 219.0 226.5 

熊本県 233.4 235.3 235.4 240.0 244.2 257.5 266.4 

熊本 337.0 336.8 331.5 348.2 353.1 378.5 394.6 

宇城 127.9 136.4 143.9 145.8 146.6 159.5 167.3 

有明 173.7 172.4 175.1 169.8 160.9 167.0 167.9 

鹿本 156.3 173.3 168.1 165.9 168.5 166.1 175.5 

菊池 180.6 171.2 178.7 166.2 166.7 170.0 175.6 

阿蘇 107.9 115.3 111.8 113.3 116.4 119.4 121.2 

上益城 109.7 119.3 123.1 119.9 134.9 130.4 136.1 

八代 195.6 198.9 204.1 194.8 200.8 208.3 205.5 

芦北 249.7 248.6 247.6 251.2 255.8 262.9 266.1 

球磨 178.6 183.6 180.2 179.4 187.4 183.7 179.6 

天草 178.1 178.2 182.2 182.8 189.7 193.3 196.5 

160

210

260

310

360

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

自治体病院の常勤医師数

人口10万人対医師数(熊本県)

人口10万人対医師数（熊本市）

人口10万人対医師数（熊本市外）

人口10万人対医師数（全国）（人）

394

293

321

394.6

226.5

266.4

177.9

熊本県内の「自治体病院における常勤医師数」

及び「人口10万人あたり医師数」の推移

地域的な偏在
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 全国的に医師不足が懸念されている小児科、産科・産婦人科の県全体の医師数について
は、小児科は全国平均を上回っているが、産科・産婦人科は全国平均を下回っている。 

 

表６：診療科別の医療施設従事医師数（複数回答） 

 

区分 総数 

内科 小児科 外科 産科＋産婦人科 

 
人口10 

万人対 

 人口10 

万人対 
 

人口10 

万人対 

 人口10 

万人対 

全国 288,850 61,177 48.0 16,340 12.8 16,083 12.6 10,868 8.5 

熊本県 4,814 1,001 55.4 260 14.4 303 16.8 132 7.3 

熊本 2,911 427 57.9 149 20.2 155 21.0 82 11.1 

宇城 183 59 54.0 11 10.1 9 8.2 5 4.6 

有明 279 91 54.8 11 6.6 19 11.4 8 4.8 

鹿本 95 28 51.7 2 3.7 8 14.8 4 7.4 

菊池 312 78 43.9 17 9.6 16 9.0 7 3.9 

阿蘇 81 34 50.9 4 6.0 7 10.5 2 3.0 

上益城 118 39 45.0 8 9.2 8 9.2 2 2.3 

八代 294 68 47.5 13 9.1 27 18.9 9 6.3 

芦北 133 39 78.0 18 36.0 12 24.0 2 4.0 

球磨 166 52 56.3 10 10.8 19 20.6 6 6.5 

天草 242 86 69.8 17 13.8 23 18.7 5 4.1 

 【出典：厚生労働省Ｈ24 医師・歯科医師・薬剤師調査】 

 

≪歯科医師の状況≫ 

 人口10万人当たりの県全体の歯科医師数は、全国平均を下回っており、熊本市に集中。
最小の阿蘇と最大の熊本では２倍以上の差があるなどの地域的な偏在が見られる。 

 高齢者が増加する中で、訪問歯科診療や、摂食・嚥下リハビリテーション、口腔ケア、
歯科疾患予防など幅広く対応できる歯科医師、歯科衛生士の育成が必要。 

 また、がんの術前術後の専門的口腔衛生処置や回復期医療機関から在宅へのスムーズな
移行を図るためには、がん連携拠点病院や回復期医療機関における医科歯科連携の取組

みが必要。 

 

表７：人口10万人当たりの歯科医師数                       （単位：人） 

 
【出典：厚生労働省Ｈ24 医師・歯科医師・薬剤師調査】 

熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

78.3 72.3 89.1 59.8 58.9 63.4 59.2 43.9 56.7 74.7 61.1 63.7 57.8

全国 熊本県
二次医療圏

（単位：人） 
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≪薬剤師の状況≫ 

 人口 10万人当たりの県全体の薬剤師数は、全国平均を下回っており。熊本市に集中。
最小の阿蘇と最大の熊本では２倍以上の差があるなどの地域的な偏在が見られる。 

 今後、在宅医療を推進するためには、薬剤訪問指導を行う薬剤師の育成が必要。 
 

表８：人口10万人当たりの薬剤師数                        （単位：人） 

 
【出典：厚生労働省Ｈ24 医師・歯科医師・薬剤師調査】 

 

≪看護職員の状況≫ 

（看護職員就業者数） 

 人口 10万人当たりの看護職員数は全国平均を上回るが、病院病床 100床当たりの看護
職員数では全国平均を下回っており、人材確保対策が必要。 

 

 表９：人口10万人当たりの看護職員就業者数                                     （単位：人） 

 保健師 助産師 看護師 准看護師 計 対全国比 

熊本県 49.7 23.0 1,106.4 572,9 1,752.0 １．５４ 

全国 37.1 25.0 796.6 280.6 1,139.3  

                              【出典：厚生労働省Ｈ24衛生行政報告例】 

表10：都道府県別病院病床100床当たりの看護職員数                               （単位：人） 

 保健師 助産師 看護師 准看護師 計 対全国比 

熊本県 0.2 0.7 43.8 12.1 56.8 ０．９３ 

全国 0.3 1.4 49.5 9.8 61.0  

                                 【出典：厚生労働省Ｈ25病院報告】 

 

（新卒者の県内定着率） 

 本県の看護師等学校養成所の新卒者の県内就業率（52.1％）は、全国平均（65.0％）を
下回っており、県内定着を促進する対策が必要。 

 

表11：新卒者の県内就業率（Ｈ22年3月卒業生からＨ26年3月卒業生）  （単位：％） 

 H22.3月 H23.3月 H24.3月 H25.3月 H26.3月 

熊本県 56.5 51.8 52.7 52.1 56.1 

全国 63.9 64.9 65.6 65.0  

                    【出典：看護師等学校養成所入学及び卒業就業状況調査】 

 

 

熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

220.0 189.9 254.3 171.9 117.1 106.3 132.9 115.0 141.2 157.9 209.8 180.0 145.4

全国 熊本県
二次医療圏
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表12:Ｈ26年3月新卒者の県内就業率                     （単位：人、％） 

  
①看護師等として就業 ②看護師等 

以外に就業 
③進  学 ④その他 合計 

県  内 県  外 小  計 

助産師 17 51.5% 15 45.5% 32 97.0% 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0% 33 

看護大学 130 37.5% 190 54.8% 320 92.2% 8 2.3% 11 3.2% 8 2.3% 347 

高等学校 56 34.4% 81 49.7% 137 84.0% 8 4.9% 7 4.3% 11 6.7% 163 

看護師３年課程 232 62.5% 99 26.7% 331 89.2% 12 3.2% 17 4.6% 11 3.0% 371 

看護師２年課程 124 81.0% 7 4.6% 131 85.6% 0 0.0% 1 0.7% 21 13.7% 153 

准看護師 222 68.1% 46 14.1% 268 82.2% 2 0.6% 36 11.0% 20 6.1% 326 

合    計 781 56.1% 438 31.4% 1,219 87.5% 31 2.2% 72 5.2% 71 5.1% 1,393 

                          【出典：看護師等学校養成所入学及び卒業就業状況調査】 

 

（訪問看護師の状況） 

 本県の訪問看護師は、平成24年末時点で、常勤換算で502人。（平成22年末時点常勤
換算454人） 

 全看護職員に占める割合は、平成24年末時点で1.67％。（全国比0.81） 
 平成 22年末時点と比べて増加傾向にあるが、在宅医療を推進するためには、更なる育
成も必要。 

 

表13：訪問看護師数及び全看護職員に占める訪問看護師の割合  

 H22年末（％） 対全国比 H24年末（％） 対全国比 

熊本県 １．６０ ０．７２ １．６７ ０．８１ 

全国 ２．２０  ２．０６  

                   【出典：Ｈ24看護職員業務従事届】 
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≪在宅医療を取り巻く現状と課題≫ 

（在宅療養支援医療を担う診療所、訪問看護ステーション等の状況） 

 更なる人口減少、高齢化による家族の介護力が低下し、通院困難な患者の増加が見込ま
れる中で、「在宅医療」は必要不可欠な選択肢。 

 在宅医療を担う在宅療養支援病院・診療所、訪問看護ステーション、在宅療養歯科支援
診療所については、いずれも増加傾向にあるが、熊本市及びその周辺地域に集中してお

り、山間部などの条件不利地域における担い手の確保が課題。 

 通院困難な患者に対して、地域包括ケアの考え方に基づき、医療、介護、生活支援等を
切れ目なく提供していくためには、医療・介護・福祉・行政など様々な関係機関の連携

が必須。 

 また、在宅医療を担う医師、看護職員、歯科医師、薬剤師などの人材育成及び多職種間
の連携も必要。 

 

表14：在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーションの状況 

 

   【出典：九州厚生局「施設基準等届出受理医療機関名簿（届出事項別）」】 

（在宅医療提供体制における課題） 

 退院支援を行う部署の設置や退院調整を行う職員の配置割合は８割弱。 

 退院時や急変時における病診連携、医療と介護の連携が不十分。 

 在宅医療に取り組む病院及び診療所等の地域的な偏在。（約３～４割が熊本市に集中） 

 24時間体制の確保、負担軽減のための医師などの人材確保。 

 ５人未満の小規模訪問看護ステーションの体制強化。 

 疼痛管理、人工呼吸器管理などの困難事例にも対応できる訪問看護師の育成。 

 認知機能・視力・嚥下機能の低下による服薬管理、飲み残し・飲み忘れ等の服薬コンプラ

イアンスの低下。 

 医療材料、衛生材料については、包装単位が大きいことなどの理由から、診療所、訪問

看護ステーションなどでは、医療材料等の効率的な確保が課題。 

 在宅での看取ることへの不安。（家族への負担、急変時の対応への不安） 

 

H24.6.1 H26.4.1
在宅療養
支援病院

在宅療養
支援診療所

訪問看護
ステーション

在宅療養歯科
支援診療所

在宅療養
支援病院

在宅療養
支援診療所

訪問看護
ステーション

在宅療養歯科
支援診療所

熊本 5 88 44 21 熊本 11 95 52 41
宇城 0 10 9 2 宇城 0 9 8 5
有明 0 18 13 5 有明 1 28 12 4
鹿本 1 9 3 5 鹿本 2 9 4 6
菊池 0 12 14 3 菊池 1 14 14 7
阿蘇 1 7 4 2 阿蘇 1 8 4 2
上益城 1 3 7 1 上益城 1 3 9 2
八代 1 25 16 3 八代 0 22 19 7
芦北 2 7 6 0 芦北 3 8 7 1
球磨 2 7 10 2 球磨 3 7 11 3
天草 2 22 4 10 天草 1 23 5 13
全県 15 208 130 54 全県 24 226 145 91
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≪病床の機能分化・連携、地域における医療・介護の連携の必要性≫ 

 団塊の世代が後期高齢者となる 2025年に向けて、慢性疾患や複数の疾病を抱える患者
や、術後のリハビリが必要な患者が増える見込み。 

 高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、限られた資源を有効
に活用しながら、効果的かつ効率的に提供する体制の整備が必要。 

 本県においては、脳卒中地域連携クリティカルパスやがん地域連携クリティカルパスな
ど地域の医療機関が連携して患者を支える取組みを進めているが、今後、県において策

定する地域医療構想に基づき、更なる機能分化・連携を進める必要がある。 

 また、質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護
の関係者間でのタイムリーな情報共有が必要不可欠であり、ＩＣＴ（情報通信技術）を

活用した情報共有は有効な手段である。 

 

【図３：熊本県内の脳卒中の連携体制】 
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(4) 計画の目標の設定等 

本県においては、（３）の現状及び課題を踏まえ、効率的で質の高い医療提供体制の構

築と地域包括ケアシステムの構築を目指し、以下のとおり目標を設定する。 

 

 熊本県（全県） 

① 熊本県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

 高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、限られた資源を
有効に活用しながら、効果的かつ効率的に提供できる。 

⇒ 医療機能の更なる分化・連携を進める。 

⇒ 地域における医療・介護・福祉・行政などの関係機関で医療と介護情報の共有

化と連携を図る情報ネットワークの構築を進める。 

 

指標名 現状  目標 

地域医療ネットワーク構築した二次医療

圏域数 

0 ⇒ 11医療圏 

(H30年度末) 

年齢調整死亡率（脳血管疾患） 31.0% 

（H24年） 

⇒ 低下 

(H30年度末) 

年齢調整死亡率（急性心筋梗塞） 7.6％ 

（H24年） 

⇒ 低下または現状維持 

(H30年度末) 

歯科を標榜していない回復期病院やがん

診療連携拠点病院に対して訪問歯科診療

を行った件数 

0 ⇒ 700件／年 

(H28年度末) 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 医療・介護・福祉・行政などの様々な関係機関が協力しながら、各圏域の医療

資源や地域の実情等に応じて、在宅医療提供体制の整備と関係機関相互の連携

体制の構築を進める。 

⇒ 在宅医療を支援する病院、診療所、訪問看護ステーション及び薬局等における

先進的な活動事例を広く県民に紹介するなど、在宅医療に係る普及啓発を進め

る。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援病院・診療所のある市町村数 32市町村 

(H24年6月) 

⇒ 45市町村 

（H29年度末） 
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訪問看護ステーションがある市町村数 31市町村 

(H24年6月) 

⇒ 45市町村 

（H29年度末） 

在宅療養支援歯科診療所のある市町村数 18市町村 

(H24年6月） 

⇒ 45市町村 

（H29年度末） 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導

を実施している薬局の割合 

７％ 

（H23） 

⇒ 20％ 

（H29年度末） 

居宅介護サービス利用者に占める訪問看

護利用者の割合 

6.6％ 

(H24年3月) 

⇒ 10％ 

（H29年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

（医師） 

 医師の地域的な偏在を解消し、医師不足地域で医師が確保されることで、安心安全
で質の高い医療サービスが提供できる。 

⇒ 熊本市内と地域の医療機関で連携した医師のキャリア形成を支援できる体制

や医師不足地域の医療機関への医師派遣体制を構築する。 

⇒ 人材が不足する診療科の医師確保対策、女性医師の就業継続支援、初期臨床研

修医確保対策などを推進する。 

 

（看護職員） 

 看護職員の県内定着が促進され、人材不足が解消されるとともに、看護職員の資質
が向上することで、安心安全で質の高い看護サービスが提供できる。 

⇒ 県内定着の促進のための取組みや離職防止対策などを推進する。 

⇒ 看護師等学校・養成所などにおける看護教育環境の質の向上や入院時から在宅

への移行を見据えた看護サービスが提供できる人材の育成など、看護職員の資

質の向上に向けた対策を推進する。 

 

（勤務環境改善） 

 医療従事者等の勤務環境が改善することで、医師・看護師等の確保や医療安全の確
保が図られ、患者の安全と健康が守られる。 

⇒ 医師、看護師をはじめとした医療従事者等の勤務環境改善を進める。 

 

（職種間の連携） 

 各分野の職種が機能的に連携することで、高度急性期から在宅における療養まで、
患者の状態に応じた適切なサービスが提供できる。 

⇒ 医科、歯科、薬科、看護、介護などの各分野で、連携を図る人材育成を進める。 

（医師） 

指標名 現状  目標 

 

県全体での人口10万人対医師数 

 

257.5人 

(H22年度) 
⇒ 

257.5人（現状維持）

(H26年度) 
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初期臨床研修医の募集定員の充足率 
81.0% 

（H24年度） 
⇒ 

95.0% 

（H28年度） 

義務年限終了した自治医科大学卒業医師

の県内定着率 

50.0% 

（H24年度） 
⇒ 

52.5% 

(H29年度) 

人口10万人対医師数（小児科） 
96.6人 

（H22年末） 
⇒ 全国平均以上 

人口10万人対医師数（産婦人科・産科） 
39.6人 

（H22年末） 
⇒ 全国平均以上 

 

（歯科医師） 

指標名 現状  目標 

がん連携登録歯科医師数 179人 

（H24.12） 
⇒ 

500人 

 

（薬剤師） 

指標名 現状  目標 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導

を実施している薬局の割合 

７％ 

（H23） 

⇒ 20％ 

（H29年度末） 

 ※再掲 

（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

指標名 現状  目標 

県内の看護学校養成所卒業者の県内定着

率 

52.7% 

（H24年度） 
⇒ 

58.0% 

(H29年度) 

看護職員の離職率 8.9% 

（H23年度） 
⇒ 

7.9% 

(H29年度） 

看護職員の県内再就業者数 352人 

（H23年度） 
⇒ 

530人 

(H29年度) 

訪問看護師（常勤換算） 454人 

（H22年） 
⇒ 630人 

（H29年） 

（医療従事者の勤務環境改善） 

指標名 現状  目標 

医療法改正を契機として、勤務環境改善の

取組みを検討する医療関係団体数 

0 
⇒ 

5団体 

（H29年度) 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 2928年 3月 
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 熊本医療介護総合確保区域 

① 熊本区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 入院患者の在宅移行時に入院医療機関と在宅療養に係る機関が患者情報を共

有し、切れ目のない継続的な医療体制を確保するための取組みを支援する。 

⇒ 在宅療養に係る多職種の「顔の見える」関係づくりをすすめ、地域ごとに包括

的かつ継続的な在宅医療提供体制を構築するための取組みを推進する。 

⇒ 市内のいずれの地域においても多職種連携による充実した連携体制のもと、市

民が安心して質の高い在宅医療を受けられるように取り組む。 

⇒ 患者や家族だけでなく、在宅療養提供者にとって安心で負担の少ない在宅医療

が継続的に提供される体制作りを支援する。 

⇒ 市民一人ひとりが、人生の最期をどのように迎えたいのかということについて

考えるきっかけづくりを支援する。 

 

指標名 現状  目標 

訪問診療実施件数 3,781件 

(H23年9月) 

⇒ 7,000件 

（H29年度末） 

介護保険による訪問看護利用件数 94,015件 

（7,835件／月） 

(H22年度) 

 

⇒ 

137,409件 

（11,450件／月） 

(H26年度末) 

ターミナルケアに対応する訪問看護ステ

ーションの数 

32施設 

(H24.4.1現在） 

⇒ 全ての訪問看護 

ステーション 

（H29年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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宇城医療介護総合確保区域 

① 宇城区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 在宅医療を担う医療機関の機能分化を推進する。 

⇒ 保健・医療・福祉の連携強化を進める。 

⇒ 圏域全体で訪問看護が利用できるような体制を検討する。 

⇒ 在宅医療に関する情報の提供、機運醸成を図る。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援診療所・病院数 9施設 ⇒ 増（H29年度末） 

後方支援する病院等 4施設 ⇒ 増（H29年度末） 

在宅医療連携拠点施設 未設置（H24年度） ⇒ 設置 

訪問看護ステーション数 8施設 ⇒ 増（H29年度末） 

情報の提供 － ⇒ 随時実施 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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有明医療介護総合確保区域 

① 有明区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

 ⇒ 在宅療養支援医療機関の拡充を図る。 

⇒ 在宅医療の従事者の研修を通じ、訪問看護等在宅サービスの質の向上を図る。 

⇒ 医療・保健・福祉・介護系の在宅サービス担当者、介護支援専門員などが相互に

役割を確認し連携強化を図る。 

⇒ 在宅療養者や家族が安心して生活できるよう、地域の関係機関が連携してインフ

ォーマルな支援や家族の介護負担の軽減を図る。 

 

指標名 現状  目標 

地域療養支援病院を核とした機能強化型

在宅療養支援診療所数 

8施設 

（H24年度） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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鹿本医療介護総合確保区域 

① 鹿本区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 様々な関係機関と協力しながら、在宅医療提供体制の整備と関係機関相互の連

携体制の構築を進める。 

⇒ 在宅医療に関する普及啓発を推進する。 

 

指標名 現状  目標 

自宅での死亡割合 7.3% 

（死亡者数55人） 

（H22年） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

訪問看護の利用率（※） 3.4％ 

（H24年3月） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

 ※介護保険の居宅介護サービス受給者に占める訪問看護利用者の割合。 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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菊池医療介護総合確保区域 

① 菊池区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 地域の医療福祉機関との連携強化を図る。 

⇒ 在宅医療に関する普及啓発を行う。 

⇒ 在宅医療提供体制の整備・推進を図る。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援診療所数 12施設 

（H24年度） 

⇒ 20施設 

（H29年度末） 

在宅療養支援病院数 0 

（H24年度） 

⇒ 4施設 

（H29年度末） 

24時間体制の訪問看護ステーションの従

業者割合（10万人当たり） 

31.57人 

（H21年度） 

⇒ 38人 

（H29年度末） 

在宅患者訪問薬剤管理指導実施薬局数 4施設 

（H23年度） 

⇒ 10施設 

（H29年度末） 

在宅での看取りの割合（10万人当たり） 100人 

(H22年度) 

⇒ 150人 

（H28年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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阿蘇医療介護総合確保区域 

① 阿蘇区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、訪問診療や訪問看護など

の在宅医療を圏域で利用できる体制の整備を進める。 

 

指標名 現状  目標 

緊急時、24時間対応できる訪問看護ステ

ーション数 

4施設 

（H24年度末） 

⇒ 拡充・充実 

（H29年度末） 

訪問診療及び往診実施の医療機関数 病院（4施設） 

診療所（20施設） 

歯科診療所（10施設） 

（H23年度） 

 

⇒ 

病院（5施設） 

診療所、歯科診療所

ともに拡充・充実 

（H29年度末） 

  

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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上益城医療介護総合確保区域 

① 上益城区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 様々な関係機関と連携し、圏域の実情に応じて在宅訪問診療を行う医療機関の

確保に努める。 

⇒ 管内の現状と課題を明確にし、圏域全体で訪問看護が利用できるような連携体  

制づくりを進める。 

⇒ 医療・福祉関係者をはじめ住民の在宅医療に対する理解を深めるための普及啓

発を進める。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援診療所・病院数 4施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

在宅療養支援歯科診療所数 1施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

訪問看護ステーション数（うち24時間対

応） 

7（4）施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

  

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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 八代医療介護総合確保区域 

① 八代区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 県民が、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、訪問診療や訪問

看護などの在宅医療を利用しやすい体制の整備を進める。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援病院数 0施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

在宅療養支援診療所数 22施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

在宅療養支援歯科診療所数 2施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

訪問看護ステーション数 16施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

  

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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芦北医療介護総合確保区域 

① 芦北区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 安心して療養できるような在宅療養支援体制づくりを目指す。 

⇒ その人らしい看取りができるよう、地域の関係機関の連携強化を図り、在宅療

養を支えるサービス体制の充実を目指す。 

⇒ 在宅療養についての住民への啓発を実施する。 

⇒ 在宅療養を支援する関係者の質の向上を目指す。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養支援診療所数 7施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

在宅療養支援歯科診療所数 0施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

訪問看護ステーション数 6施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

24時間対応可能な訪問看護ステーション

数 

6施設 

（H23年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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球磨医療介護総合確保区域 

① 球磨区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 医療サービスが保健サービス(健康づくり)や福祉サービスが連携・協力して、

一体的・体系的に提供する地域のシステムを構築する。 

⇒ 在宅医療連携システムの中核を担う訪問看護ステーション、包括支援センター  

の機能強化を図る。 

⇒ 住民が在宅医療に対して関心を持ち、自らがさまざまなサービスの実施ができ

るよう研修会や意見交換会を実施する。 

⇒ 在宅での健康づくりや服薬の確認などを実施するボランティアを養成するな  

  ど医療サポートシステムを構築する。 

 

指標名 現状  目標 

在宅療養ネット「かちゃり」の実施市町村

数 

0 

（H23年度末） 

⇒ 管内全市町村 

（H29年度末） 

 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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 天草医療介護総合確保区域 

① 天草区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 

【医療機能の分化・連携に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 

【在宅医療に関する目標】 

 医療や介護が必要となっても住み慣れた地域（自宅等）で安心して自分らしく療養
生活を送ることができる。 

⇒ 在宅療養を支援する医療機関等との協力体制を整備する。 

⇒ 訪問看護ステーション等の在宅の医療サービスを充実する。 

⇒ 在宅医療に関する普及啓発を行う。 

 

指標名 現状  目標 

地域医療連携室を設置している病院数 8施設 

（H24年度末） 

⇒ 18施設 

（H29年度末） 

在宅療養支援診療所数 22施設 

（H24年度末） 

⇒ 25施設 

（H29年度末） 

在宅療養支援病院数 2施設 

（H24年度末） 

⇒ 増 

（H29年度末） 

訪問看護ステーション数 4施設 

（H24年度末） 

⇒ 6施設 

（H29年度末） 

24時間対応可能な訪問看護ステーション

数 

4施設 

（H24年度末） 

⇒ 6施設 

（H29年度末） 

【医療従事者の確保に関する目標】 

※ 平成 26年度については、区域に特化した取組みを実施しないことから、熊本

県（全県）と同様の目標とする。 

 
② 計画期間 
  平成 26年 4月～平成 29年 3月 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

計画の策定にあたっては、医療機関、大学、団体、市町村などから広くアイデアを募

集するとともに、提案されたアイデアについて提案団体を含めた関係者と意見交換を実

施した。 

最終的には、医療関係機関、行政、学識経験者、住民代表などで構成される「熊本県

医療対策協議会」に諮問し、様々な立場の関係者から意見聴取を行った。 

  

【主な関係団体との意見交換の状況】 

３月２７日 熊本大学と協議 

４月３日  熊本県歯科医師会との意見交換会、熊本県薬剤師会との意見交換会 

４月９日  熊本県看護協会との意見交換会 

４月１０日 熊本県医師会との意見交換会（１回目） 

４月１０日 医療介護関係団体、市町村を対象とした説明会の開催 

４月２２日 熊本県医師会との意見交換会（２回目） 

４月３０日 熊本県医師会との意見交換会（３回目） 

５月１４日 熊本県医師会との意見交換会（４回目） 

５月１６日 熊本県歯科医師会との意見交換会（２回目） 

５月２７日 熊本県医師会、熊本大学との合同意見交換会 

５月２９日 熊本県医師会との意見交換会（５回目） 

５月３０日 市町村向け（介護担当者）説明会 

６月４日～６月１８日 提案団体との意見交換会（２１団体） 

７月７日  熊本県医療対策協議会（１回目） 

７月３１日 熊本県医療審議会 

８月２９日 熊本県医師会との意見交換会（６回目） 

９月２９日 熊本県医療対策協議会（２回目） 

 

(2) 事後評価の方法 

事業毎に設定した取組み目標の達成状況及び事業実施状況について確認・評価を行

い、熊本県医療対策協議会等に報告のうえ、次年度以降の事業の見直しに活用する。 
なお、当該事後評価については、保健医療計画のＰＤＣＡサイクルによる評価と連動

させながら実施する。 
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３．計画に基づき実施する事業 

(1)事業の内容等 

 
①熊本県全体 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤

整備事業 
【総事業費】 

737,666千円 
事業の実施

主体 
熊本県医師会 

事業の目標 アウトプット：ネットワークを構築した２次医療圏域数（0 ⇒ 3） 
アウトカム：本システムを活用した患者情報の把握により、救急医療、

在宅医療、介護等のサービスの質の向上に寄与する。 
 

事業の期間 平成２７年１月～平成２８年３月 
 

事業の内容 地域包括ケアシステムを推進し、患者を中心としたより質の高い医療、

介護サービスを提供するため、県内の医療機関（病院、診療所）をはじ

め、訪問看護ステーション、薬局及び介護関係施設等におけるＩＣＴを

活用した地域医療等情報ネットワークの構築を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

737,666 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 

基金 国  (千円) 
491,777 

都道

府県 
 (千円) 

245,889 
民  (千円) 

491,777 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 

備考 ※当該事業のうち 736,344 千円については、平成 27 年度へ繰越して実
施。 
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①熊本県全体 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 医科歯科連携訪問歯科診療用機器整備事業 【総事業費】 

20,035千円 
事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会、県内地域歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：訪問歯科診療用機器の配備された各地域歯科医師会数 
             （０ ⇒ ５） 
アウトカム：歯科を標ぼうしていない回復期病院やがん診療連携拠点に

対して訪問歯科診療を行った件数（０⇒７００件／年） 
事業の期間 平成２７年２月～平成２７年３月 

 
事業の内容 がん連携拠点病院や回復期病院等における医科歯科連携を推進するた

め、訪問歯科診療用器材（ポータブルユニット等）を熊本県内の郡市歯

科医師会に整備し、地域の診療所が積極的に病院等への訪問歯科診療に

参加できる体制づくりを行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

20,035 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
13,356 

都道

府県 
 (千円) 

6,679 
民 (千円) 

13,356 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 脳卒中等急性期拠点病院設備整備事業 【総事業費】 

877,762千円 
事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：急性期拠点病院の機能を２１箇所強化 
アウトカム：年齢調整死亡率 
            脳血管疾患  男性４５．５％ ⇒ 低下 
             女性２４．７％  

急性心筋梗塞 男性１３．５％ ⇒ 現状維持又は低下 
       女性 ５．４％ 
 

事業の期間 平成２７年１月～平成２８年３月 
 

事業の内容 急性心筋梗塞を含む心疾患及び脳卒中を含む脳血管疾患については、治

療開始が早いほど良好な転帰が期待できるため、病院内では検査や治療

体制の迅速化に取り組んでいるが、検査に必要なＭＲＩ等の機器が導入

後十数年経過している施設もあり、検査時間の長さや画像の脆弱さ等の

課題が生じている。 
そのような課題を解決するため、脳卒中及び急性心筋梗塞の２疾患に係

る急性期拠点病院の設備整備に対する補助を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

877,762 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 （千円) 
204,703 

 基金 国  (千円) 
258,370 

都道

府県 
 (千円) 

129,186 
民 (千円) 

53,667 
 その他  (千円) 

490,206 うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 

備考 ※当該事業のうち 573,000 千円については、平成 27 年度へ繰越して実
施。 

  
 
 



29 
 

①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 訪問看護推進事業 【総事業費】 
980千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：相互研修を各１回開催。各参加者１５人参加。 
アウトカム：居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用者の割合 
       （６．６％ ⇒ １０％） 
※「自宅で最期を迎えることができない」と答える人の減少 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 

事業の内容 訪問看護ステーション及び医療機関等の看護師を対象とした高度な医療
知識や看護ケア、地域連携に関する専門的な知識及び技術を習得するため

の相互研修を実施する。 
（訪問看護師等の専門研修） 
 ①訪問看護師等専門研修 
 ②医療機関等の看護師の研修 

事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費  (千円) 

980 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
653 

都道

府県 
 (千円) 

327 
民  (千円) 

653 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
653 

備考  
 

  
 
 
 
 
 
 



30 
 

①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 訪問看護ステーションＩＣＴシステム支援事業 【総事業費】 
2,940千円 

事業の実施

主体 
熊本県看護協会 

事業の目標 アウトプット：訪問看護 ICTシステム導入率 
              （３％ ⇒ １００％） 
アウトカム：居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用者の割合 
       （６．６％ ⇒ １０％） 
       

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容 療養者やその家族が安心して在宅で療養生活を送ることができるよう、

在宅医療の要である訪問看護ステーションの業務を効率化したシステム

を開発導入し、在宅医療の提供体制を強化する。 
○訪問看護ステーション ICTシステム開発及び運用支援 
・情報収集を含む基本設計 
・システム検討委員会の開催 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

2,940 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
1,960 

都道

府県 
 (千円) 

980 
民  (千円) 

1,960 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 多様な住まいの場における看取り支援事業 
 

【総事業費】 
 398千円 

事業の実施

主体 
熊本県、熊本県看護協会 

事業の目標 アウトプット：看取りに関する検討会 ４回 
       急性期病院等に対する調査 １１カ所 
アウトカム：死亡場所別死亡割合（在宅死亡者数の割合）【人口動態調査】 
     １４．５％（平成２４年）⇒ １７％ 
 

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容 住み慣れた自宅等での看取りができる体制づくりを進めるため、在宅看

取り（高齢者施設等含む）に関する看取りの実態調査、看取りに関する

手引書の作成、人材育成研修の開催及び県民への看取りに関する普及啓

発を行い、在宅看取りの体制を整備する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

398 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
265 

都道

府県 
 (千円) 

133 
民  (千円) 

265 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
265 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 小児在宅医療推進事業  
 

【総事業費】 
4,925千円 

事業の実施

主体 
ＮＰＯ法人ＮＥＸＴＥＰ 

事業の目標 アウトプット：多職種連携合同研修会の開催 
アウトカム：研修受講事業所が属する２次医療圏の数 
         （０ ⇒ 増加） 

事業の期間 平成２７年１月～平成２９年３月 
 

事業の内容 高度な医療的ケアを必要とする小児患者やその家族が安心して在宅医療

に移行できるようにするためには、医療、福祉の「一体的なサービス」

提供と各関係者の「多職種協働」による支援が必要不可欠である。医療、

福祉の関係者が一堂に会し、各種制度やサービスの理解やケアプランの

立案、評価に関する研修等を行い、多職種連携による小児在宅医療を推

進する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

4,925 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国   (千円) 
3,283 

都道

府県 
 (千円) 

1,642 
民  (千円) 

3,283 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 
 (千円) 

3,283 
備考 平成２６年度：1,472千円 平成２７年度：1,483千円 

平成２８年度：1,970千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 小児訪問看護ステーション支援事業 
 

【総事業費】 
1,150千円 

事業の実施

主体 
ＮＰＯ法人ＮＥＸＴＥＰ 

事業の目標 アウトプット：小児訪問看護相談窓口の設置 

アウトカム：小児対応可能な訪問看護ステーションの割合 

１５．１％  ⇒ 増加 

（小児対応可22事業所／全145事業所）※小児対応可の数はH24の数値。 
事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 

 
事業の内容 小児在宅医療の主なサービス提供者となる小児受入可能な訪問看護ステ

ーションの数は、近年増加傾向にあるものの、発育・発達を視野に入れ

たケアの提供等、その難易度の高さから、新規参入やサービス継続に不

安を抱く事業者も少なくないという現状がある。 
そのため、訪問看護ステーションを対象とした小児訪問看護相談窓口や

きめ細やかな調整を行う小児在宅支援コーディネーターを配置し、支援

を強化する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

1,150 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 (千円) 
766 

都道

府県 
 (千円) 

384 
民  (千円) 

766 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
766 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 運転適性相談における認知症等早期発見対応推進事業 【総事業費】 

1,537千円 
事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：７５歳以上の免許更新者で認知機能の低下が疑われる者

等に対し適性相談窓口、認知症コールセンターのチラシ

等を配布（５万部）し、専門相談等により医療機関への

受診勧奨を行う。 
アウトカム：認知症等適性相談件数（年間） 
      ２４４件（H２５年） ⇒ １，３００件（H２６年） 
 

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容 認知症等の早期発見、対応等を促進し、できる限り長い間、在宅におい

て医療サービスを受けられるようにするため、運転免許センターに専門

職を配置し、認知機能の低下が疑われる者等に対し専門相談を実施し、

医療機関への受診勧奨等を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

1,537 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 
1,024 

基金 国 (千円) 
1,024 

都道

府県 
(千円) 

513 
民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅医療連携体制推進事業 【総事業費】 

4,143千円 
事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：①熊本県在宅医療連携体制検討協議会 ３回 
       ②１０保健所で実施する在宅医療連携体制検討地域会議 

 各２回 
アウトカム：全圏域に在宅医療連携拠点を整備 
            １０圏域（H25年度）⇒ １１圏域（H26年度） 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 在宅医療を取り巻く現状把握、課題の抽出を行うとともに、今後の在宅

医療連携体制のあり方等について検討を行うため、医療、介護、福祉、

行政等の多職種で構成する在宅医療連携体制検討協議会等（全県版、地

域版）の設置、運営を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

4,143 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
2,762 

基金 国 (千円) 
2,762 

都道

府県 
(千円) 
1,381 

民 (千円) 

その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅医療多職種研修事業 【総事業費】 

817千円 
事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット： ①研修会開催回数 ４回  
②訪問診療同行研修受講者１０名 

アウトカム：在宅療養支援病院・診療所のある市町村数 
            32市町村（H24年 6月）⇒ 45市町村（H29年度末） 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２８年３月 
 

事業の内容 在宅医療関係者の意識の向上、顔の見える関係、在宅医療の普及促進を

目的とした多職種研修や訪問診療の実施を検討している医師や潜在看護

師に対しての訪問診療同行研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

817 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 
544 

基金 国 (千円) 
544 

都道

府県 
(千円) 

273 
民 (千円) 

その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：560千円 平成２７年度：257千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅歯科診療器材整備事業 【総事業費】 
54,220千円 

事業の実施

主体 
県内歯科診療所 等 

事業の目標 アウトプット：在宅訪問歯科診療用の機器を２０か所整備 
アウトカム：在宅療養支援歯科診療所登録数 
             ９１か所（H26.4.1） ⇒ １６６か所(H29年度末) 
      在宅療養支援歯科診療所のある市町村数 
       １８市町村（H24.6） ⇒ ４５市町村(H29年度末) 

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して、在宅歯科医療の実施に必要

となる訪問歯科診療車や在宅歯科医療機器など、安心・安全な在宅歯科

医療実施のために必要な機器等の購入を支援する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

54,220 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 (千円) 
18,073 

都道

府県 
 (千円) 

9,037 
民  (千円) 

18,073 
その他  (千円) 

27,110 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 ※当該事業のうち、1,176千円については、平成 27年度へ繰越して実施。 
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅歯科医療連携室整備事業 
 

【総事業費】 
6,520千円 

事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：在宅歯科医療連携室を整備する。 
アウトカム：在宅療養支援歯科診療所のある市町村数 

 １８市町村（H24.6）⇒ ４５市町村（H29年度末） 
事業の期間 平成２７年１月～平成２９年３月 

 
事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の紹介、

在宅歯科医療等に関する相談対応などを行う在宅歯科医療連携室の設

置、運営を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

6,520 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
2,338 

都道

府県 
 (千円) 

1,170 
民  (千円) 

2,338 
 その他  (千円) 

3,012 
 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：1,085千円 平成２７年度：2,979千円 
平成２８年度：2,456千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅歯科医療推進事業 【総事業費】 

12,054千円 
事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：訪問歯科診療に必要な診断評価・技術等の研修会を５回

在宅歯科診療における多職種との連携に係る研修を２回

実施 

アウトカム：摂食・嚥下障害に対処できる歯科医師及び歯科衛生士数 

       （３０人→１４０人） 
事業の期間 平成２６年４月～平成２８年３月 

 
事業の内容 摂食・嚥下障害を専門的に取り組んでいる医療機関より講師を招き、在

宅歯科診療を行う歯科医師や歯科衛生士等に対する実技研修及び同行研

修を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

12,054 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
8,036 

都道

府県 
 (千円) 

4,018 
民  (千円) 

8,036 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円)
8,036 

備考 平成２６年度：6,130千円 平成２７年度：5,924千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 在宅訪問薬剤師支援センター整備事業 【総事業費】 

80,896千円 
事業の実施

主体 
熊本県薬剤師会 

事業の目標 アウトプット：在宅訪問薬剤師支援センターを県内２箇所整備 
県南拠点薬局への無菌調剤室の整備 
医療用麻薬の在庫状況を共有するオンラインシステムの開発 
有資格未就業者の復職支援プログラム作成・検討会２回開催 
医療材料等の調達・供給・管理システムの検討会を３回開催 

アウトカム：県内における薬局に占める薬剤訪問指導を実施している薬局の 
割合 

               7%（H23年度末）⇒ 20%（H29年度末） 
             ※薬剤訪問指導を実施する薬局の割合を全国平均に引き上げる 

事業の期間 平成２７年１月～平成２８年３月 
 

事業の内容 医療材料や衛生材料、医療用麻薬等の安定的かつ円滑な供給、在宅医療を支援
する指導薬剤師の養成、患者の病態に即した在宅訪問業務の応需可能な薬局の

医療関係者への紹介等を行う「在宅訪問薬剤師支援センター」の設置及び運営

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費 (千円) 

80,896 
基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 

基

金 
国 (千円) 

26,965 
都道府県 (千円) 

13,483 
民 (千円) 

26,965 
その他 (千円) 

40,448 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 ※当該事業については、全額（80,896千円）平成 27年度へ繰越して実施。 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 新生児医療担当医確保支援事業 
 

【総事業費】 
18,237千円 

事業の実施

主体 
新生児担当医手当等を支給するＮＩＣＵ医療機関 

事業の目標 アウトプット：２ＮＩＣＵ医療機関に対して補助を実施 
アウトカム：人口 10万人対医師数（産婦人科・産科） 
      平成 22年末：39.6人 ⇒ 全国平均以上 

 
事業の期間 平成２６年４月～平成２９年３月 

 
事業の内容 ＮＩＣＵ担当医等の処遇を改善しその確保を図るため、新生児担当医手

当等を支給するＮＩＣＵ医療機関に対し補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 18,237 

(千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 2,096 
(千円) 

基金 国 4,053 
(千円) 

都道

府県 
2,026 
(千円) 

民 1,957 
(千円) 

その他 12,158 
(千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：6,207千円 平成２７年度：5,385千円 
平成２８年度：6,648千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 産科医確保支援事業 
 

【総事業費】 
230,592千円 

事業の実施

主体 
県内分娩取扱医療機関 

事業の目標 アウトプット：29分娩取扱医療機関に対し補助を実施 
アウトカム：人口 10万人対医師数（産婦人科・産科） 
      平成 22年末：39.6人 ⇒ 全国平均以上 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２８年３月 
 

事業の内容 産科医等に対して分娩手当等を支給する分娩取扱医療機関に補助を行う

ことにより、産科医の処遇改善を図る。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

230,223 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
1,977 

 基金 国  (千円) 
51,161 

都道

府県 
 (千円) 
25,580 

民  (千円) 
49,184 

 その他 (千円) 
153,482 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：113,352千円 平成２７年度：116,871千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 産科医等育成支援事業 
 

【総事業費】 
4,800千円 

事業の実施

主体 
熊本大学 

事業の目標 アウトプット：産科・産婦人科を選択する後期研修医を１名確保 
アウトカム：人口 10万人対医師数（産婦人科・産科） 
      平成 22年末：39.6人 ⇒ 全国平均以上 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２９年３月 
 

事業の内容 臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対して

研修医手当等を支給する場合、当該医療機関に対して補助を行うことに

より、将来の産科医療を担う医師養成を図る。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

3,549 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
788 

基金 国  (千円) 
788 

都道

府県 
 (千円) 

395 
民 (千円) 

その他  (千円) 
2,366 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：1,200千円、平成２７年度：549千円 
平成２８年度：1,800千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 病院群遠隔病理診断体制構築環境整備事業 
 

【総事業費】 
76,504千円 

事業の実施

主体 
国指定がん診療連携拠点病院、熊本県指定がん診療連携拠点病院 

事業の目標 アウトプット：３病院でバーチャルスライドシステムの導入を実施 
アウトカム：システムの導入施設数：４（H26.9）→12（H28年度末）。 
※遠隔病理診断による診断困難事例への迅速な対応、病理専門医不在

の迅速病理診断支援への対応を可能とする体制を整える（Ｈ28年度
までに病理診断ネットワーク体制を構築する）。 

事業の期間 平成２７年１月～平成２９年３月 
 

事業の内容 病理医が不在、あるいは常勤病理医が１名ないし２名の病院に対する診

断支援、複数の病院（病院群）による疾患別、臓器別の高い専門性を有

する病理医の共有、病理専門医育成のための体制づくりを図るための環

境整備を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 76,504 

(千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 25,505 
(千円) 

都道

府県 
12,753 
(千円) 

民 (千円) 

その他 38,252 
(千円) うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：23,906千円 平成２７年度：32,416千円 
平成２８年度：20,340千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 医科歯科病診連携推進事業（がん診療） 
 

【総事業費】 
5,906千円 

事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：歯科医師、医師等の医科歯科連携に係る研修の実施（が

ん診療連携拠点病院研修４回、歯科医師研修３回、歯科

衛生士会２回）、がん患者向けパンフレットの作成 
アウトカム：がん診療連携拠点病院の医師等の医科歯科連携に対する理

解を深めるとともに、医科歯科連携登録歯科医師を増加さ

せ、医科歯科連携の取組みを進める（H30年度末までに医
師等：19のがん診療連携拠点病院での説明、歯科医師：219
人(H26.4)→600 人(H30 年度末)の登録、歯科衛生士：0 人
(H26.4)→600人(H30年度末)の育成）。 

事業の期間 平成２7年１月～平成２９年３月 
 

事業の内容 医科・歯科連携を推進するため、がん患者等と歯科との関連に係る研修

会を開催し、疾病予防・疾病の早期治療等に有用な医科・歯科の連携に

関する研修会の実施や、県民に向けた広報・啓発にかかる支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

5,906 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
3,870 

都道

府県 
 (千円) 

1,935 
民 (千円) 

3,870 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円)
3,870 

備考 平成２６年度：1,241千円 平成２７年度：3,578千円  
平成２８年度：1,086千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 医科歯科病診連携推進事業（回復期） 
 

【総事業費】 
994千円 

事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：協議会を立ち上げる。回復期における医科歯科連携に係

る研修の実施（回復期病院における口腔リハ歯科衛生士

研修１回）。 
アウトカム：歯科を標ぼうしていない回復期病院との連携を開始させる。 
     （２病院 ⇒ １１病院） 

回復期病院との連携を行う歯科医師を増加させ、医科歯科連

携の取組みを進める（H30年度までに、歯科医師：220人以
上の登録、歯科衛生士：330人の育成）。 

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容 医科・歯科連携を県内全域に拡充するため、回復期医科歯科医療連携協

議会を設置するとともに、歯科医師や歯科衛生士のスキルアップを図る

ための研修を行う。また、回復期医療機関における医科歯科連携の必要

性についての理解を促進するため、広く県民に向けた広報・啓発を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

994 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国    (千円) 
662 

都道

府県 
 (千円) 

332 
民  (千円) 

662 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
662 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 臓器移植コーディネーター人材育成基盤整備事業 【総事業費】 

1,631千円 
事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：県臓器移植コーディネーターの後任として１名の養成 
アウトカム ：円滑な引継ぎによるコーディネート業務の維持 

臓器移植に関する照会・情報提供のあった医療機関数 
               ３医療機関（H25年度末）⇒ 20医療機関（H29年度末） 
             ※院内コーディネーター設置病院の５割から年１回の情報提供 

事業の期間 平成２７年１月～平成２７年３月 
 

事業の内容  臓器移植コーディネーターは、現在、熊本赤十字病院に1名配置しているが、
医療分野に対する見識や臓器提供者の御家族に対する精神的ケアなど高度な

専門性が求められるため、その育成には一定程度時間を要する。 

そのため、現コーディネーターが退職しても、現在の臓器移植コーディネート

の水準を維持しつつ、円滑に引き継が行われるよう、日本移植コーディネータ

ー協議会等による研修への参加などを通して、後継者の育成を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費   (千円) 

1,631 
基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円)  
1,087 

基

金 
国  (千円) 

1,087 
都道府県  (千円) 

544 
民  (千円) 

その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 
(千円) 

 
備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 小児救急医療拠点病院運営事業 
 

【総事業費】 
78,772千円 

事業の実施

主体 
熊本市医師会、天草郡市医師会 

事業の目標 アウトプット：地域における小児救急医療提供体制の維持 
アウトカム：乳幼児死亡率 

（０．７３％⇒全国平均以下（Ｈ２２：０．６３％）） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 小児救急医療の充実を図るため、広域（複数医療圏）を対象として、入

院加療が必要な小児救急患者（二次救急医療）に対処する小児救急医療

拠点病院の運営費を補助。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

78,772 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
52,515 

都道

府県 
  (千円) 

26,257 
民 (千円) 

52,515 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 小児救急電話相談事業 
 

【総事業費】 
9,266千円 

事業の実施

主体 
熊本県（熊本県医師会への委託） 

事業の目標 アウトプット：夜間における小児救急電話相談窓口の維持 
アウトカム：乳幼児死亡率 

（０．７３％⇒全国平均以下（Ｈ２２：０．６３％）） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 夜間にこどもが発病した場合の保護者の不安を解消することを目的と

し、小児科医又は看護師による夜間の電話相談事業を実施する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

9,266 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
6,177 

都道

府県 
 (千円) 

3,089 
民 (千円) 

6,177 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
6,177 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 医療勤務環境改善支援センター事業 
 

【総事業費】 
1,380千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：医療機関や医療関係者に対し、各種会合等を活用し、医

療法改正の趣旨、ＰＤＣＡサイクルに基づく勤務環境改

善の取組み等を周知説明（１５回程度） 
アウトカム：医療法改正を契機として、勤務環境改善の取組を検討する

医療関係団体を５団体程度 
 

事業の期間 平成２７年２月～平成２７年３月 
 

事業の内容 医療法第 30条の 15の規定に基づき、医療機関の勤務環境改善を促進す
るための支援（相談、助言、調査、啓発活動、その他の援助）を実施す

る「医療勤務環境改善支援センター」の設置及び運営を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

1,380 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
920 

基金 国 (千円) 
920 

都道

府県 
(千円) 

460 
民  (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 地域医療支援センター事業（運営） 
 

【総事業費】 
20,000千円 

事業の実施

主体 
熊本県、熊本大学 

事業の目標 アウトプット：「熊本県地域医療支援機構」の設置・運営 
アウトカム：効率的な地域医療支援システムの確立、熊本県医師修学資

金貸与医師のキャリア形成支援体制の確立 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 医師の地域偏在の解消を図るため、県内の医師不足の状況等を把握・分

析、医師不足病院の支援、熊本県医師修学資金貸与医師をはじめとする

医師のキャリア形成支援などを行う「熊本県地域医療支援機構」の運営

を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

20,000 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
13,333 

基金 国 (千円) 
13,333 

都道

府県 
(千円) 
6,667 

民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
 

  
 
 
 
 
 
 
 



52 
 

①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 地域医療支援センター事業（臨床研修医確保対策事業） 
 

【総事業費】 
5,039千円 

事業の実施

主体 
熊本県、熊本大学、基幹型臨床研修病院等 

事業の目標 アウトプット：臨床研修病院合同説明会に２回参加、臨床研修指導医研

修ワークショップを１回開催 
アウトカム：初期臨床研修医の募集定員の充足率 
      平成 25年度：91.0％ ⇒ 平成 28年度：95.0％ 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 臨床研修医の指導を行う指導医を養成して臨床研修の体制を充実させる

とともに、臨床研修病院合同説明会において PR活動を行うなどにより、
臨床研修医の確保を図る。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

5,039 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
3,359 

基金 国 (千円) 
3,359 

都道

府県 
(千円) 
1,680 

民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 地域医療支援センター事業（女性医師支援事業） 
 

【総事業費】 
2,427千円 

事業の実施

主体 
熊本市医師会 
熊本大学医学部附属病院（地域医療支援機構） 

事業の目標 アウトプット：女性医師キャリア支援センター運営会議２回 

       研修会１回 
アウトカム：県内医療機関に従事する医師数に占める女性医師の割合

16.6％（平成 24年度医師・歯科医師・薬剤師調査）の増加 
事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 

 
事業の内容 県内関係機関・団体に「女性医師支援センター事業」を委託して設置し、

結婚・出産等のハードルを抱える女性医師への情報の集積と発信、相談

の受付など、復職・就業継続のための支援等を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

2,427 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 (千円) 
1,618 

都道

府県 
(千円) 

809 
民  (千円) 

1,618 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 地域医療支援センター事業（地域医療研修連絡調整部会） 
 

【総事業費】 
423千円 

事業の実施

主体 
熊本県、熊本大学 

事業の目標 アウトプット：地域医療研修プログラムによる後期研修を年間４名程度

確保 
アウトカム ：地域で勤務する総合診療医の養成、確保 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 地域医療に対する理解を深め、専門的な診療能力に加え、幅広い視野と

総合的な診療能力を身に付けた医師を養成する研修システムの運営を行

う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

423 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
282 

基金 国 (千円) 
282 

都道

府県 
(千円) 

141 
民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 地域医療支援センター事業（熊本県医師修学資金貸与事

業） 
 

【総事業費】 
26,973千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：貸与枠の利用率 100％を目指す 
アウトカム：県内で勤務する医師を年間 5名確保する。 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 地域医療を担う医師を養成するため、知事が指定する病院等で一定期間

勤務することで返還免除となる修学資金を、熊本大学医学部医学科の学

生に貸与する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

26,973 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
17,982 

基金 国  (千円) 
17,982 

都道

府県 
 (千円) 

8,991 
民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲）

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 女性医師等就労支援事業 
 

【総事業費】 
0千円 

事業の実施

主体 
女性医師等就労支援事業実施医療機関 

事業の目標 アウトプット：１医療機関に補助を実施 
アウトカム：県内医療機関に従事する医師数に占める女性医師の割合

16.6％（平成 24年度医師・歯科医師・薬剤師調査）の増加 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための受

付・相談窓口の設置・運営、復職研修や就労環境改善の取組を行うため

の経費に対する支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

0 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 (千円) 
都道

府県 
(千円) 民 (千円) 

その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 事業実施無し 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 歯科衛生士リカバリー研修事業 
 

【総事業費】 
3,857千円 

事業の実施

主体 
熊本県歯科医師会 

事業の目標 アウトプット：復職支援のための歯科衛生士向け研修を計１６回 
実施 

アウトカム：研修受講後、復職した歯科衛生士の数 
     （０人 ⇒ ２４０人） 

事業の期間 平成２７年１月～平成２９年３月 
 

事業の内容 離職した歯科衛生士の復職支援のための歯科医療研修、訪問歯科診療の

ために必要な技術習得研修を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

3,857 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
2,571 

都道

府県 
 (千円) 

1,286 
民  (千円) 

2,571 
 その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
2,571 
 

備考 平成２６年度：812千円 平成２７年度：1,600千円 
平成２８年度：1,445千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 新人看護職員研修事業 
 

【総事業費】 
62,138千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：５５病院で研修実施 
アウトカム：看護職員の離職率８．９０％→７．９０％ 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 新人看護職員研修を実施する病院に対し補助を行うとともに、研修責任

者等を対象とした研修を実施。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 (千円) 

62,138 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
7,607 

基金 国 (千円) 
21,879 

都道

府県 
(千円) 

10,940 
民  (千円) 

14,272 
その他 (千円) 

29,319 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
 

  
 
 
 
 
 
 



59 
 

①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 看護教員等養成・研修事業 
 

【総事業費】 
3,053千円 

事業の実施

主体 
熊本県、熊本県看護協会 

事業の目標 アウトプット：①看護教員継続教育研修会を年５回開催 
       ②実習指導者講習会を年１回開催 受講者数約５５名  
アウトカム：教員等の質向上と効果的な実習指導の実施に伴い、看護師 

等学校養成所の教育の質が向上する。 
事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 

 
事業の内容 ①看護教員継続教育研修会の開催 

看護師等学校養成所の専任教員の看護実践指導能力の向上を図るため

研修会を開催する。 
②実習指導者講習会の開催 
実習施設で学生指導を行う実習指導者を養成し、効果的な指導ができ

るように必要な知識と技術を習得させる講習会を開催する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

3,053 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
193 

基金 国  (千円) 
2,035 

都道

府県 
 (千円) 

1,018 
民  (千円) 

1,842 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

 (千円) 
1,842 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 病院内保育所運営事業 
 

【総事業費】 
101,307千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数２２ヶ所 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 県内の病院及び診療所が設置する病院内保育所の運営に必要な給与費に

対し、補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

101,307 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
45,020 

都道

府県 
 (千円) 
22,511 

民  (千円) 
45,020 

その他  (千円) 
33,776 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 病院内保育所運営事業（拡充分） 
 

【総事業費】 
21,134千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数４ヶ所 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 県内の病院及び診療所が設置する病院内保育所の運営に必要な給与費に

対し、補助を行う。 
※これまで対象としていなかった国立病院機構等を対象とする。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

21,134 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公  (千円) 
9,392 

基金 国  (千円) 
9,392 

都道

府県 
 (千円) 

4,697 
民  (千円) 

その他  (千円) 
7,045 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 看護師養成所等運営費補助事業 
 

【総事業費】 
162,855千円 

事業の実施

主体 
県内民間看護師等養成所 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数１３課程 
アウトカム：県内の看護学校養成所卒業者の県内定着率 

５２．７％（H24年度）⇒ ５８．０％（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 県内の民間看護師等養成所運営に要する人件費、講師謝金、事務費等の

経費を補助することにより、教育内容の充実を図る。 
※平成２６年度より、県内就職率に応じた調整率を導入。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

162,855 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
108,570 

都道

府県 
 (千円) 
54,285 

民 (千円) 
108,570 

 その他  (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 就労環境改善支援事業 
 

【総事業費】 
2,290千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数４ヶ所 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２８年３月 
 

事業の内容 県内の病院が短時間正社員制度を始めとする多様な勤務形態を制度化す

るために要する経費に対し、補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

2,290 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
764 

都道

府県 
 (千円) 

381 
民 (千円) 

764 
 その他  (千円) 

1,145 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 平成２６年度：1,145千円 平成２７年度：0千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 看護師勤務環境改善施設整備事業 
 

【総事業費】 
45,921千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数８ヶ所 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２８年３月 
 

事業の内容 医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充、処置室及びカン

ファレンスルーム等の拡張や新設等、看護職員が働きやすい合理的な病

棟づくりのための勤務環境改善整備に要する経費に対し、補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 45,921 

(千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国 10,204 
(千円) 

都道

府県 
5,103 
(千円) 

民 10,204 
 (千円) 

その他 30,614 
 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考 ※当該事業については、45,921千円を平成 27年度へ繰越して実施。 
平成２７年度：45,921千円 
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 ナースセンター事業 
 

【総事業費】 
14,021千円 

事業の実施

主体 
熊本県看護協会 

事業の目標 アウトプット：出張相談窓口を１０ヶ所増設 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や総合相談窓口の設置、看

護業務の効率化や職場風土改善の研修等を行うための経費に対する支援

を行う。 
また、離職者の届出の努力義務化に対応すべく、既に離職している者及

び平成２６年度中に離職する者の捕捉のため前倒しで体制整備及び周知

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

14,021 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
9,347 

都道

府県 
 (千円) 

4,674 
民  (千円) 

9,347 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲） 
 (千円) 

9,347 
備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 看護師等修学資金貸与事業 
 

【総事業費】 
35,932千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：養成所就学者１２０名へ修学資金を貸与 
アウトカム：養成所卒業者の県内定着率 

５２．７％（H24年度） ⇒ ５８．０％（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 大学、高等学校、養成所の在学者に修学資金を貸与し、修学を容易にす

るとともに、返還免除規定を設けることにより、県内就業促進を図る。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

35,932 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
23,954 

都道

府県 
  (千円) 

11,978 
民  (千円) 

23,954 
その他 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 准看護師キャリアアップ支援事業 【総事業費】 
24,543千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：准看護師４０名への奨学金の貸与 
アウトカム：看護職員の離職率 

８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 県内医療機関が看護師２年課程に修学中の准看護師に対して奨学金制度

を制定し、支給した医療機関に対する補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

24,543 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
5,524 

都道

府県 
 (千円) 

2,763 
民  (千円) 

5,524 
その他  (千円) 

16,256 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 就労サポート事業 【総事業費】 
594千円 

事業の実施

主体 
熊本県 

事業の目標 アウトプット：看護師等学校養成所と医療機関等との交流会を年２か所

で開催 
アウトカム：養成所卒業者の県内定着率 

５２．７％（H24年度） ⇒ ５８．０％（H29年度） 
事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 

 
事業の内容 看護師等学校養成所と医療機関等との交流会の開催 

地域単位で県内の看護師等学校養成所の教員等と各地域の医療機関等

が情報交換を行う交流会を開催する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

594 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公    (千円) 
396 

基金 国  (千円) 
396 

都道

府県 
 (千円) 

198 
民 (千円) 

その他 (千円) 
うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
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①熊本県全体 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 病院内保育所初度設備整備事業 
 

【総事業費】 
2,000千円 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 アウトプット：補助予定箇所数１ヶ所 
アウトカム： 
①看護職員の離職率 
８．９％（H23年度）⇒７．９％（H29年度） 
②看護職員の県内再就業者数 
３５２人（H23年度）⇒５３０人（H29年度） 

事業の期間 平成２６年４月～平成２７年３月 
 

事業の内容 新たな病院内保育所の立ち上げを支援するため、新たな設置に必要な初

度設備整備費に対し、補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  (千円) 

2,000 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

公 (千円) 

基金 国  (千円) 
444 

都道

府県 
 (千円) 

222 
民  (千円) 

444 
その他  (千円) 

1,334 うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
 

備考  
 

  
 
 


